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期末・勤勉手当

退職手当

勤 続 20 年 21.00月分 27.30月分

勤 続 25 年 33.75月分 42.12月分

勤 続 35 年 47.50月分 59.28月分

最高限度額 59.28月分 59.28月分

その他の加算措置

１人当たり平均支給額

定年前早期退職特例

（２％〜20％）

19,885千円

（支給率） 自己都合

能　　代　　市

勧奨・定年

特殊勤務手当

支給実績（16年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（16年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（16年度）

手当の種類（手当数）

能代市

１ 人 当 た り

平 均 支 給 年 額

　（16　年　度）

16年度支給割合

加算措置の状況

（職制上の段階、職

務の等級による加

算措置）

国

1,573千円

期末手当

　3.0月分

勤勉手当

　1.4月分

期末手当

　3.0月分

勤勉手当

　1.4月分

・役職加算

　５〜20％

・役職加算

　５〜20％

・管理職加算

　10〜25％

−

5,744千円

58,019円

18.8％

10

市税徴収業務手当、福祉事務現業手当、保育等業務手当、清掃業務手当、
火葬場業務手当、防疫作業手当、用地等交渉手当、教育業務連絡指導手当、
行旅死亡人取扱手当、教員特殊業務手当

手　　当　　の　　種　　類

17年４月１日現在

その他の手当

扶養手当

住居手当

通勤手当

管 理 職

手　　当

寒 冷 地

手　　当

配偶者 13,500円

配偶者以外の２人目まで 6,000円

（扶養親族でない配偶者がいる場合

　１人目 6,500円）

（配偶者がいない場合１人目 11,000円）

３人目から 5,000円

15歳に達する日後最初の４月１日から22歳に達する

日後最初の３月31日までの子 5,000円加算

借家の場合の支給限度額 27,000円

自家の場合の支給額 2,500円

（新築または購入の日から５年以内に限る）

教育職の自家の場合 3,000円

交通機関利用の支給限度額 55,000円

交通用具利用の支給限度額 24,500円

　　　　　（教育職 38,100円）

部 長 級　給料月額×12／100

次 長 級　給料月額×10／100

課 長 級　給料月額×08／100

課長補佐　給料月額×06／100

施 設 長　給料月額×05／100

11月から翌年３月までの期間

扶養親族のいる職員 17,800円

扶養親族のいない世帯主 10,200円

その他 7,360円

同

同

教育職自家異

同

教育職異

−

同

56,560千円

25,163千円

18,168千円

42,573千円

46,176千円

217,536円

182,339円

47,937円

506,820円

87,954円

手当名 内容及び支給単価（月額）
国との

異　同

支給実績

（16年度）

16年度支給職員
１人当たり

平均支給年額

17年４月１日現在

時間外勤務手当

支給実績
（16年度決算）

69,192千円

職員１人当たりの
平均支給年額

187千円

支給実績
（15年度決算）

65,310千円

職員１人当たりの
平均支給年額

162千円

16年度

15年度

（注）１　国の制度と同じ。
　　２　１人当たり平均支給額は、16年度に退職し

た全職員に支給された退職手当の平均額です。

特
別
職
の
給
料
等
の
状
況

区　　　分 給料・報酬月額 期　末　手　当 寒　冷　地　手　当

支給方法、支給額は一般職に同じ

−

市　　　　　長 860,000円

助　　　　　役 719,000円

収　　入　　役 667,000円

議　　　　　長 425,000円

副　　議　　長 378,000円

議　　　　　員 363,000円

16年度支給割合

3.3月分

算　　定　　方　　式　（支　　給　　時　　期）

市　　　長

助　　　役

収　入　役

給 料 月 額（860,000円）　×　47／100　×　勤 続 月 数（任　期　毎）

給 料 月 額（719,000円）　×　28／100　×　勤 続 月 数（任　期　毎）

給 料 月 額（667,000円）　×　24／100　×　勤 続 月 数（任　期　毎）

17年４月１日現在

退

職

手

当

17年
７月１日
現在
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